
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）
（単位：百万円）

団体名　　北九州市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

178,873 57,312 9,335 245,520

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 496,633 491,992 4,641 1,082 16,154 922,625

土地区画整理特別会計 1,800 934 866 752 459 5,728

土地区画整理事業清算特別会計 48 43 5 5 - -

公債償還特別会計 190,285 190,285 0 0 133,171 -

住宅新築資金等貸付特別会計 466 141 325 325 - 491

土地取得特別会計 27 27 0 0 9 1,526

母子寡婦福祉資金特別会計 1,068 377 691 534 14 3,244

臨海部産業用地貸付特別会計 184 184 0 0 - -

一般会計等 617,513 610,985 6,528 2,698 933,614

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

上水道事業会計 18,313 16,739 1,574 5,581 2,664 66,957 870 法適用企業

工業用水道事業会計 1,748 1,591 157 1,509 0 3,803 327 法適用企業

交通事業会計 2,178 2,121 57 1,532 159 173 0 法適用企業

病院事業会計 21,230 25,079 △ 3,849 △ 1,176 3,736 25,188 16,216 法適用企業

下水道事業会計 24,223 23,466 757 3,909 9,592 200,576 82,838 法適用企業

食肉センター特別会計 479 396 83 83 195 412 412

※簡易水道特別会計 28,442 29 28,413 28,413 - - - ※単位：千円

中央卸売市場特別会計 966 833 133 133 192 714 357

渡船特別会計 404 346 58 58 284 129 129

国民宿舎特別会計 47 9 38 38 - - -

廃棄物発電特別会計 1,629 936 693 693 - 1,906 -

漁業集落排水特別会計 34 28 6 6 15 177 108

港湾整備特別会計 13,440 11,238 2,202 2,154 1,344 91,124 16,743

産業用地整備特別会計 7,729 2,788 4,941 4,897 - 6,383 -

空港関連用地特別会計 190 96 94 94 - 214 -

 学術研究都市土地区画整理特別会計 1,983 1,000 983 925 232 9,381 627

国民健康保険特別会計 118,632 111,822 6,810 6,810 11,909 - -

競輪、競艇特別会計 110,298 108,006 2,292 2,292 0 21,811

老人保健医療特別会計 12,358 10,800 1,558 1,558 1,065 - -

駐車場特別会計 806 701 105 105 372 3,021 2,703

介護保険特別会計 69,429 68,159 1,269 1,269 9,794 - -

後期高齢者医療特別会計 11,157 10,044 1,113 1,113 2,562 - -

公営企業会計等　計 33,611 431,969 121,330

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

福岡県自治振興組合 185 184 1 1

福岡県後期高齢者医療広域連合 487,892 478,125 9,767 9,767 2,085 - -

直方市・北九州市岡森用水組合 44,142 40,685 3,457 3,457 0 0 0 ※単位：千円

一部事務組合等　計 9,771 0 0

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

北九州市土地開発公社 △ 84 6,195 30 0 2,760 17,679 - 9,793

北九州市道路公社 0 30 30 0 0 6,524 - 0

北九州市住宅供給公社 715 5,183 10 22 0 - - -

福岡北九州高速道路公社 47 215,552 28,748 0 35,748 112,618 - 0

北九州市立大学 △ 117 16,555 17,975 2,193 0 - - 0

北九州産業学術推進機構 △ 172 1,769 800 1,092 0 - - -

北九州国際交流協会 0 363 300 62 0 - - -
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北九州市都市整備公社 44 738 200 0 0 - - -

北九州市学校給食協会 △ 1 7 5 42 0 - - -

北九州市芸術文化振興財団 △ 2 56 5 169 0 - - -

アジア女性交流・研究フォーラム 1 345 300 66 0 - - -

国際東アジア研究センター △ 1 948 760 226 0 - - -

西日本産業貿易コンベンション協会 53 3,210 1,750 2 0 - - -

九州ヒューマンメディア創造センター 14 1,676 100 149 0 - - -

北九州勤労青少年福祉公社 9 63 5 65 0 - - -

北九州国際技術協力協会 6 579 210 39 0 - - -

北九州市環境整備協会 47 775 3 0 0 - - -

福岡県豊前海漁業振興基金 15 2,288 570 4 0 - - -

福岡県消費者協会 △ 2 11 0 0 0 - - -

福岡県暴力追放運動推進センター 9 1,779 78 1 0 - - -

福岡県高齢者・障害者雇用支援協会 1 29 1 2 0 - - -

福岡県中小企業振興センター 99 3,120 100 2 0 - - -

ふくおか園芸農業振興協会 △ 2 724 0 0 0 - - -

北九州高速鉄道 352 12,859 3,000 0 1,300 - - -

帆柱ケーブル 7 26 1,683 11 94 - - -

北九州埠頭 12 230 5 0 0 - - -

ひびき灘開発 2,125 5,831 670 0 0 - - -

北九州貨物鉄道施設保有 8 363 196 0 0 - - -

北九州エアターミナル 117 3,740 1,000 0 303 - - -

北九州輸入促進センター 159 4,742 1,867 0 0 - - -

北九州テクノセンター 26 1,808 610 0 0 - - -

北九州紫川開発 94 6,457 1,526 0 1,755 - - -

地方公社・第三セクター等　計 62,537 4,147 41,960 136,821 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 16,924 15,854 △ 1,070

減 債 基 金 101,965 98,548 △ 3,417

その他充当可能基金 16,004 13,404 △ 2,600

充当可能基金 計 134,893 127,806 △ 7,087

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.15 1.09 △ 0.06 11.25 20.00 △ 5.9

連結実質赤字比率 11.22 11.54 0.32 16.25 40.00

実質公債費比率 6.3 8.0 1.7 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 163.9 171.8 7.9 400.0

財 政 力 指 数 0.69 0.71 0.02

経 常 収 支 比 率 97.7 99.5 2.0

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。

資金不足比率
（公営企業会計名）

病院事業会計
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